



木 下 み ゆ き
1．はじめに












1 平成 29年 9月 11日（月） 仙台市男女共同参画推進センター
（エル・パーク仙台、エル・ソーラ仙台）
・対応者：公益財団法人せんだい男女共同参画財団職員
2 平成 29年 9月 16日（土） 兵庫県立男女共同参画センター（イーブン）
・対応者：現在の情報担当者
3 平成 29年 10月 28日（土） 熊本県男女共同参画センター（パレア）
・対応者：発災当時からの男女センター担当熊本県職員
4 平成 29年 10月 29日（日） 熊本市男女共同参画センター（はあもにい）
・対応者：はあもにい管理運営共同企業体職員





















































































































































































































































































































































































既に第 3次男女共同参画基本計画（平成 22年 12月 17日決定）（30）の第 14分野「地域、防
災・環境その他の分野における男女共同参画の推進」においても、男女センターは、男女共同参
画に関する情報提供、女性グループ・団体の自主的活動の場の提供、相談事業、調査研究、講座




























のうち 107館で、全体の 28.8％である。総務省による 2017年度の指定管理者制度導入状況報
告（36）では、市町村では博物館が 27.8％、公民館・市民会館 21.8％、図書館 17.4％、都道府県で



















施設名 都道府県 政令都市 市区町村
体育館 93.6％ 91.8％ 38.6％
博物館 50.0％ 49.3％ 27.8％



























本稿第 3章及び第 4章は、JSPS 科研費 JP17K020680の成果の一部である。
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⑶ 日本図書館協会用語委員会『図書館用語集 四訂版』日本図書館協会，2013. 10, p.172.









長期的な取組を事例として」『現代行動科学会誌』第 34号，2018. 9, p.1-11.
⑽ 前掲書注⑴ p.94.







⒁ 『パンジー』創刊号，公益財団法人せんだい男女共同参画財団，2014. 4, p.00.
⒂ 木下みゆき，堀久美「女性の震災記録をジェンダー視点からの防災政策に活かすには：東日本大震災
後の情報発信を中心に」『大阪大谷大学紀要』第 51号，2017. 2, p.37-51.
⒃ 内閣府男女共同参画局「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」2013.5.
www.gender.go.jp/policy/saigai/shishin/index.html










21 公益財団法人せんだい男女共同参画財団『報告：テーマ館主催シンポジウム②』2015. 4. 28.
http : //www.sendai-l.jp/jbf/672/


























36 総務省「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査等」2018. 3. 28.
http : //www.soumu.go.jp/iken/02gyosei04_04000088.html
37 例えば，公益財団法人日本女性学習財団『東日本大震災支援事業報告書：被災地支援者のエンパワー
メントに関する調査研究』2012. 8等がある。
災害時における男女共同参画センターの情報機能の役割に関する一考察 （１２５）
